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吸収分割に係る事前開示書面 

（会社法第 782条第 1項及び会社法施行規則第 183条に定める書面） 

 

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目二番四号 

名古屋鉄道株式会社 

代表取締役 髙﨑 裕樹  

 

当社は、2021年 8月 6日付で、名鉄タクシーホールディングス株式会社（以下「承継会社」

といいます。）との間で、当社を吸収分割会社、承継会社を吸収分割承継会社とする吸収分割

（以下「本吸収分割」といいます。）に係る吸収分割契約を締結いたしました。よって、以下

のとおり、本吸収分割に係る事前開示をいたします。 

 

1. 吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項第 2号） 

本吸収分割に係る吸収分割契約の内容は別紙 1のとおりです。 

 

2. 会社法第 758条第 4号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会社法施行

規則第 183条第 1号イ） 

本吸収分割に際して、承継会社は新たに 1,800,000株を発行し、その全てを吸収分割会

社である当社に割当交付いたします。当社は承継会社の発行済株式の全てを所有してい

ることから、交付株式数は、任意に定めることができると考えられるところ、承継会社

の効率的な管理等を考慮し、この株式数が相当であると判断しております。また、本吸

収分割による承継会社の資本剰余金の増加額は、本吸収分割後の承継会社における機動

的な資本政策を考慮し、会社計算規則に基づき決定したものであり、相当であると判断

しております。 

 

3. 会社法第 758条第 8号に関する事項（会社法施行規則第 183条第 2号） 

該当事項はありません。 

 

4. 会社法第 758条第 5号及び第 6号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

（会社法施行規則第 183条第 3号） 

該当事項はありません。 

 

5. 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第 183条第 4

号イ） 

別紙 2のとおりです。 



 

6. 吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 183条

第 4号ハ） 

該当事項はありません。 

 

7. 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 183条第 5号

イ） 

該当事項はありません。 

 

8. 吸収分割が効力を生ずる日以後における当社の債務及び吸収分割承継会社の債務（吸収

分割会社が吸収分割により吸収分割承継会社に承継させるものに限る。）の履行の見込み

に関する事項（会社法施行規則第 183条第 6号） 

① 当社の債務の履行の見込みについて 

当社の 2021年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額は 861,667,372,208円、

負債の額は 583,464,670,055円であり、その後、これらの額に重大な変動は生じてお

りません。 

本吸収分割により、当社が承継会社に対して移転する資産の額は 2,819,852,417円

（2021年 3月 31日現在）、負債の額は 0円であり、これらの金額に効力発生日の前

日までの増減を加減して確定いたします。また、本吸収分割の効力発生日までに当社

の資産及び負債に重大な変動を生じる事態は、現在のところ予測されておりません。 

以上より、本吸収分割後における当社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込みで

す。 

以上の点、並びに当社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社の負担す

る債務については、本吸収分割の効力発生日以後も履行の見込みがあると判断してお

ります。 

 

② 承継会社における分割会社から承継される債務の履行の見込みについて 

承継会社の 2021年 3月 31日現在の貸借対照表における資産の額は 13,377,664,940

円、負債の額は 1,134,215,027円であり、その後、これらの額に重大な変動は生じて

おりません。 

上記①で述べたとおり、本吸収分割により、承継会社が当社から承継する資産の額は

2,819,852,417円（2021年 3月 31日現在）、負債の額は 0円であり、これらの金額に

効力発生日の前日までの増減を加減して確定いたします。また、本吸収分割の効力発

生日までに承継会社の資産及び負債に重大な変動を生じる事態は、現在のところ予測

されておりません。 



以上より、本吸収分割後における承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回る見込

みです。 

なお、承継会社が当社から承継する債務はないことから、本吸収分割の効力発生日以

後も履行の見込みについては問題ないと判断しております。 

以上 

 



別紙 1 吸収分割契約書 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 













別紙 2 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次ページ以降をご参照ください。 

 



自 令和 2 年 4 月 1 日

至 令和 3 年 3 月 31 日

計　算　書　類

名鉄タクシーホールディングス株式会社

取 締 役 社 長

河　原　英　穂

第　10　期

貸　借　対　照　表

損　益　計　算　書

株主資本等変動計算書

個　別　注　記　表



（単位：円）

流　動　資　産 3,053,834,058 流　動　負　債　 314,053,177

131,704,778 138,427,538

13,318,021 25,749,648

3,616,953,980 23,090,400

11,751,369 21,140,100

12,906,602 14,901,200

△ 732,800,692 6,400,000

20,345,710

26,426,000

37,572,581

固　定　資　産 10,323,830,882 固　定　負　債 820,161,850

有形固定資産 5,715,557,911 　　退職給付引当金 251,972,520

車 両 885,435,134 545,889,330

建 物 1,917,091,478 22,300,000

構 築 物 8,206,881

機 械 装 置 2,018,499

工 具 器 具 備 品 83,710,780 　　その他の固定負債

土 地 2,819,095,139 1,134,215,027

無形固定資産 14,963,326 株　主　資　本 12,021,818,261

諸 施 設 利 用 権 8,489,381 資 　本　　　 金 100,000,000

電 話 加 入 権 3,163,445 資　本　剰　余　金 2,219,359,417

ソ フ ト ウ ェ ア 3,293,386 12,877,001

そ の 他 無 形 固 定 資 産 17,114 2,206,482,416

利　益　剰　余　金 9,702,458,844

投資その他の資産 4,593,309,645 98,175,000

関 係 会 社 株 式 2,684,346,066 9,604,283,844

投 資 有 価 証 券 1,680,350,565 任 意 積 立 金 8,000,000,000

繰 延 税 金 資 産 188,699,524 繰 越 利 益 剰 余 金 1,604,283,844

そ の 他 投 資 等 40,513,490

貸 倒 引 当 金 △ 600,000 評 価 ・ 換 算 差 額 等 221,631,652

221,631,652

12,243,449,913

資 産 合 計 13,377,664,940 13,377,664,940

そ の 他 利 益 剰 余 金

その 他有 価証 券評 価差 額金

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

預 り 保 証 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

そ の 他 流 動 資 産 未 払 事 業 税

貸 倒 引 当 金 未 払 事 業 所 税

預 り 金

未 収 入 金 未 払 費 用

短 期 貸 付 金 未 払 消 費 税 等

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

貸　借　対　照　表
（令和3年3月31日 現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 未 払 金



（単位：円）

　　　　運　送　収　入 860,840,394

703,397,810

　　　　運　送　雑収入 358,299,940 1,922,538,144

435,903,691

391,541,497

275,560,495 1,103,005,683

売　上　総　利　益 819,532,461

販売費及び一般管理費 401,699,065 401,699,065

営　業　利　益 417,833,396

営　業　外　収　益

　　　 52,787,949

　　　 16,021,250 68,809,199

経　常　利　益 486,642,595

特　別　利　益

4,958,985

47,600,000 52,558,985

特　別　損　失

3,511,266

226,956,600

731,909,889

139,603,806 1,101,981,561

税引前当期純損失 562,779,981

法人税、住民税及び事業税 65,602,363

53,493,037 119,095,400

当　期　純　損　失 681,875,381

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他 の 特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

その他の営業外収益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 特 別 利 益

投資有価証券評価損

貸 倒 引 当 金 繰 入

不 動 産 賃 貸 事 業

売 上 原 価

経 営 管 理 事 業

運 送 賃 貸 事 業

不 動 産 賃 貸 事 業

受取利息及び配当金

損　益　計　算　書

自 令和　２年４月 １日
至 令和　３年３月31日

売 上 高

経 営 管 理 事 業

運 送 賃 貸 事 業



任意積立金 繰越利益剰余金

100,000,000 12,877,001 2,206,482,416 2,219,359,417 98,175,000 8,000,000,000 3,357,907,625 11,456,082,625 13,775,442,042

△ 1,071,748,400 △ 1,071,748,400 △ 1,071,748,400

△ 681,875,381 △ 681,875,381 △ 681,875,381

△ 1,753,623,781 △ 1,753,623,781 △ 1,753,623,781

100,000,000 12,877,001 2,206,482,416 2,219,359,417 98,175,000 8,000,000,000 1,604,283,844 9,702,458,844 12,021,818,261

152,600,406 152,600,406 13,928,042,448

△ 1,071,748,400

△ 681,875,381

69,031,246 69,031,246 69,031,246

69,031,246 69,031,246 △ 1,684,592,535

221,631,652 221,631,652 12,243,449,913

株主資本以外当期変動額

当 期 中 の 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失

株主資本以外当期変動額

当 期 中 の 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額 等 合 計

当 期 首 残 高

当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計

株主資本等変動計算書

自  令和2年4月 1日
至  令和3年3月31日

（単位：円）

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資　本　金
資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計



１．重要な会計方針

(1) 棚卸資産の評価方法及び評価基準
貯　蔵　品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法により算定）
(2) 有価証券の評価方法及び評価基準

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定率法を採用しております。

無形固定資産
定額法を採用しております。

イ． 但し、車両及び平成10年4月1日以降に取得した建物、また平成28年4月1日以降に取得した
構築物は定額法を採用しております。
なお、取得価格10万円以上20万円未満のものに付いては、3年間で均等償却する方法を採用
しております。

ロ． 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(4) 引当金の計上基準
イ． 貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

ロ． 賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

ハ．退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるために内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) 消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

(6) 会社計算規則第98条第２項第１号に基づき、会計監査人設置会社で必要とされる注記事項の
一部を省略しております。

個　別　注　記　表



２．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び株式数に関する事項
　

(2) 配当に関する事項
配当金支払額

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。　

３．１株当り情報に関する注記

(1) １株当り純資産額 1,558円88銭

(2) １株当り当期純損失 　  86円82銭

　　　　　　　　　(単位 : 株)

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当り配当金 基準日 効力発生日

令和2年6月16日

定時株主総会
令和2年6月17日普通株式 1,071,748,400円 136.46円 令和2年3月31日

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当期増加
株式数

当期減少
株式数

当事業年度
期末株式数

普通株式 7,854,000 - - 7,854,000




















